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月次支援金
申請の手続き

通常申請

申請時の注意事項

申請特例

1.申請の要件を確認するP.17

2.申請するP.24

要件・証拠書類等を確認するP.40

申請時の注意事項P.71

1.月次支援金の概要P.2

はじめに

2.月次支援金の詳細P.9

※ 通常の申請では不都合が生じる場合ご覧ください。
※ 特例の条件を満たさない場合も、給付要件を

満たしていれば通常の申請を行うことは可能です。



証拠書類等及び給付額の算定等に関する特例

A︓証拠書類等に関する特例

B・C︓給付額等に関する特例

2019年分又は2020年分の個人確定申告の義務がない、その他合理的な
事由により、2019年又は2020年の確定申告書第一表の控えを提出
できないものと事務局が認める場合

A-1
A-2

2019年・2020年新規開業特例
2019年1月から2020年12月までの間に開業した者に対する特例B-1

事業承継特例
個人事業収入を比較する2つの月の間に事業承継を受けた者に対する特例
※事業を行っていた者の死亡による事業承継の場合も含むB-3

罹災特例
2018年又は2019年に罹災したことを証明する罹災証明書等を有する者
に対する特例B-4

2021年新規開業特例
2021年1月から同年3月までの間に開業した者に対する特例
※2020年1月から同年12月までの間に開業し、当該期間に個人事業収入を得て

おらず、2021年1月から同年3月までの間に個人事業収入を得ている場合を含む
C-1
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P.45~52

P.53~62

P.42~44

P.63~65

P.66~70



A-1 証拠書類等の特例

A-1 適用条件
2019年分又は2020年分の確定申告の義務がない、その他合理的な事由により、2019年分又は2020
年分の確定申告書第一表の控えを提出できないものと事務局が認める場合
代替の証拠書類
当該年分の住民税の申告書類（市町村民税・特別区民税・都道府県民税の申告書類）の控え
（収受日付印の押印されたもの）で代替することができます。
※ 収受日付印のない場合の扱いは、確定申告書第一表に収受日付印のない場合の扱いに準じます。
※ 住民税の申告書類では、月次の個人事業収入が記載されていないため、基準年の年間個人事業収入を12で除し

て得た額を給付額の算定に用います。
※ 2019年1月から同年12月までの間に開業した者であって、当該期間に個人事業収入を得ていない場合、又は、

2020年1月から同年の対象月と同じ月までの間に開業した者であって、青色申告を行っている者が、【B-1 新規開
業特例】を用いない場合には、2019年分の確定申告書第一表の控えに代えて、開業・廃業等届出書又は事業開
始等申告書を添付いただきます。ただし、いずれの書類においても、開業年月日が2019年1月から同年12月まで
の間又は2020年1月から同年の対象月と同じ月までの間であって、収受日付印等が押印されていることが必要で
す。

2019年分及び2020年分の確定申告書第一表の控えについて、以下の場合、代替の証拠書類を
添付の上、申請してください。

証拠書類等
の名前 証拠書類等の内容 ページ

① 確定申告
書類

• 青色申告を行っている場合
‒ 2019年分の確定申告書第一表の控え（1

枚）及び2019年分の所得税青色申告
決算書（P1,P2）の控え（2枚）

‒ 2020年分の確定申告書第一表の控え（1
枚）及び2020年分の所得税青色申告
決算書（P1,P2）の控え（2枚）

• 白色申告を行っている場合
‒ 2019年分の確定申告書第一表の控え（1

枚）
‒ 2020年分の確定申告書第一表の控え（1

枚）
※ 青色申告・白色申告を問わず、２年分必要です
※ ただし、提出できない年度の確定申告書類がある

場合、当ページ上段記載の代替の証拠書類を
添付してください

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.30~
33

② 売上台帳等 • 対象月の月間個人事業収入が確認できる
売上台帳等 必要 必要 必要 P.34

③ 通帳の写し • 金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、
口座番号、口座名義人が確認できるもの 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.35

④ 本人確認書
類の写し • 本人確認書類の写し 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.36

⑤ 宣誓・同意書 • 給付規程により様式が定められた宣誓・同意書
※ 申請者本人が自署したものが必要となります 必要 必要に応じて

添付※2
必要に応じて

添付※2 P.37

パターン1
申請ID発番
事前確認
基本申請

パターン2
マイページログイン

-
基本申請

パターン3
マイページログイン

-
簡単申請

証拠書類等
申請パターンについては、P.14をご確認ください。
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※1  一時支援金、月次支援金どちらも受給実績が無い場合は、書類の添付が必要です。
※2 月次支援金の受給実績が有る場合は、再添付は不要です。月次支援金の受給実績が無い場合は、宣誓・同意書の添付が必要です。



A-2 証拠書類等の特例
2019年分及び2020年分の確定申告書第一表の控えについて、以下の場合、代替の証拠書類を
添付の上、申請してください。

A-2 適用条件
2019年分又は2020年分の確定申告の義務がない、その他合理的な事由により、2019年分又は2020
年分の確定申告書第一表の控え又は当該年分の住民税の申告書類の控えを提出できないものと事務局が
認める場合
代替の証拠書類
当該年の前年分の確定申告書第一表の控え（収受日付印の押印されたもの）
又は
当該年の前年分の住民税の申告書類（市町村民税・特別区民税・都道府県民税の申告書類）の
控え（収受日付印の押印されたもの）で代替することができます。
※ 収受日付印のない場合の扱いは、確定申告書第一表に収受日付印のない場合の扱いに準じます。
※ 住民税の申告書類では、月次の個人事業収入が記載されていないため、基準年の年間個人事業収入を12で除し

て得た額を給付額の算定に用います。
※ この場合、給付額について、証拠書類等の存在する年のいずれかの年の個人事業収入で給付額の算定を行うことが

できます。

2018年
個人事業収入の月平均 年間の個人事業収入の合計

60（=720÷12） 720

2019年
個人事業収入の月平均 年間の個人事業収入の合計

当該年分の確定申告書第一表及び住民税の申告書類が提出できない

2020年
個人事業収入の月平均 年間の個人事業収入の合計

30（=360÷12） 360

2021年
4月 5月 6月
20 40 40

給付額の算定例）2018年分の住民税の申告書類を添付し、2018年の年間個人事業収入を
給付額の算定に用いる場合

2018年の月平均の個人事業収入︓720万円÷12=60万円
2021年4月の月間個人事業収入︓20万円
※ 2018年の月平均の個人事業収入が60万円に対して、2021年4月の月間個人事業収入が20万円で

あり、2018年同月比で50％以上減少しているため給付対象となります。
60万円－20万円=40万円＞10万円（上限額）
 給付額10万円
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給付額の算定例



A-2 証拠書類等の特例
2019年分及び2020年分の確定申告書第一表の控えについて、以下の場合、代替の証拠書類を
添付の上、申請してください。

A-2

証拠書類等
の名前 証拠書類等の内容 ページ

① 確定申告
書類

• 青色申告を行っている場合
‒ 2019年分の確定申告書第一表の控え（1

枚）及び2019年分の所得税青色申告
決算書（P1,P2）の控え（2枚）

‒ 2020年分の確定申告書第一表の控え（1
枚）及び2020年分の所得税青色申告
決算書（P1,P2）の控え（2枚）

• 白色申告を行っている場合
‒ 2019年分の確定申告書第一表の控え（1

枚）
‒ 2020年分の確定申告書第一表の控え（1

枚）
※ 青色申告・白色申告を問わず、２年分必要です
※ ただし、提出できない年度の確定申告書類がある場

合は、以下のいずれかの代替書類
・当該年の前年分の確定申告書第一表の控

え（収受日付印の押印されたもの）
・当該年の前年分の住民税の申告書類（市

町村民税・特別区民税・都道府県民税の申
告書類）の控え（収受日付印の押印された
もの）

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.30~
33

② 売上台帳等 • 対象月の月間個人事業収入が確認できる
売上台帳等 必要 必要 必要 P.34

③ 通帳の写し • 金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、
口座番号、口座名義人が確認できるもの 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.35

④ 本人確認書
類の写し • 本人確認書類の写し 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.36

⑤ 宣誓・同意書 • 給付規程により様式が定められた宣誓・同意書
※ 申請者本人が自署したものが必要となります 必要 必要に応じて

添付※2
必要に応じて

添付※2 P.37

パターン1
申請ID発番
事前確認
基本申請

パターン2
マイページログイン

-
基本申請

パターン3
マイページログイン

-
簡単申請

証拠書類等
申請パターンについては、P.14をご確認ください。
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※1  一時支援金、月次支援金どちらも受給実績が無い場合は、書類の添付が必要です。
※2 月次支援金の受給実績が有る場合は、再添付は不要です。月次支援金の受給実績が無い場合は、宣誓・同意書の添付が必要です。



B-1 新規開業特例（2019年開業の場合）

2019年1月から同年12月までの間に開業した場合であって、以下の適用条件を満たす場合、
証拠書類等、給付額の算定式及び基本情報の特例の適用を選択することができます。

■適用条件
2019年を基準年とした上で、申請の対象としようとする2021年の月の月間個人事業収入が、その月の
対象措置影響により、2019年の開業した月から同年12月までの月平均の個人事業収入に比べて
50％以上減少している。

■給付額の算定式
S＝A÷M－B
S︓給付額（上限10万円/月）
A︓2019年の年間個人事業収入
M︓2019年の開業後月数（開業日の属する月から同年12月までの月数とし、開業日の属する月は、操業日数に

かかわらず、1か月とみなす）
B︓2021年対象月の月間個人事業収入

2019年 2020
年 2021年

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・ ・・ 4 5 6
万円 20 40 50 50 ・・ ・・ 20 30 30

給付額の算定例
給付額の算定例）2019年9月に開業し、対象月が４月の場合

A︓2019年の年間個人事業収入＝20+40+50+50=160万円
M︓2019年の開業後月数＝4か月
B︓2021年の対象月の月間個人事業収入＝20万円
S︓160÷4－20＝20万円 ＞ 10万円（上限額）
 給付額10万円

2019年の年間個人事業収入︓160万円
月平均の個人事業収入︓40万円（160万円÷4か月）

対象月の月間個人事業収入
︓20万円

50%以上減
対象月=4月
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B-1 新規開業特例（2019年開業の場合）

証拠書類等

証拠書類等
の名前 証拠書類等の内容 ページ

① 確定申告
書類

• 青色申告を行っている場合
- 2019年分の確定申告書第一表の控え（1

枚）及び2019年分の所得税青色申告
決算書（P1,P2）の控え（2枚）

- 2020年分の確定申告書第一表の控え（1
枚）及び2020年分の所得税青色申告
決算書（P1,P2）の控え（2枚）

• 白色申告を行っている場合
- 2019年分の確定申告書第一表の控え（1

枚）
- 2020年分の確定申告書第一表の控え（1

枚）
※ 青色申告・白色申告を問わず、２年分必要です

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.30~
33

② 売上台帳等 • 対象月の月間個人事業収入が確認できる
売上台帳等 必要 必要 必要 P.34

③ 通帳の写し • 金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、
口座番号、口座名義人が確認できるもの 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.35

④ 本人確認書
類の写し • 本人確認書類の写し 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.36

⑤ 宣誓・同意書 • 給付規程により様式が定められた宣誓・同意書
※ 申請者本人が自署したものが必要となります 必要 必要に応じて

添付※2
必要に応じて

添付※2 P.37

⑥ 右記いずれか
の書類

1. 個人事業の開業・廃業等届出書
（開業日が2019年1月1日から同年12月31
日までの間で、収受日が2021年4月1日以前
であり、収受日付印が押印されていること）

2. 事業開始等申告書（地方公共団体が発
行）（事業開始の年月日が2019年1月1日か
ら同年12月31日までの間で、収受日が2021
年4月1日以前であり、収受日付印等が押印さ
れていること）

3. 上記1及び2以外で、開業日、所在地、代表
者、業種及び書類発行/収受日が確認できる
公的機関が発行/収受した書類
（事業開始の年月日が2019年1月1日から同
年12月31日までの間で、当該書類の発行/収
受日が2021年4月1日以前）

※ 上記3の書類を用いる場合、給付までに通常より
も時間を要する場合があります

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.47、
48

パターン1
申請ID発番
事前確認
基本申請

パターン2
マイページログイン

-
基本申請

パターン3
マイページログイン

-
簡単申請

申請パターンについては、P.14をご確認ください。
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※1  一時支援金、月次支援金どちらも受給実績が無い場合は、書類の添付が必要です。
※2 月次支援金の受給実績が有る場合は、再添付は不要です。月次支援金の受給実績が無い場合は、宣誓・同意書の添付が必要です。



B-1 新規開業特例（2019年開業の場合）

■個人事業の開業・廃業等届出書
• 開業日が2019年1月1日から同年12月31日までの間であって、かつ、収受日が2021年4月1日以前であ

ること。
• 収受日付印が押印（e-Taxにより申告した場合は、受付日時及び受付番号が印字）されていること。なお、

e-Taxによる申告であって、受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を
添付すること。

開業日が
2019年1月1日から
同年12月31日までの間
であること。

※収受日付印が押印されていること。
収受日が2021年4月1日以前であること。
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B-1 新規開業特例（2019年開業の場合）

■事業開始等申告書（地方公共団体が発行）
• 事業開始の年月日が2019年1月1日から同年12月31日までの間であって、かつ、収受日が2021年4月

1日以前であること。
• 収受日付印等が押印されていること。

※収受日付印が押印されていること。
収受日が2021年4月1日以前であること。

開始・廃止・変更等の年月日が
2019年1月1日から
同年12月31日までの間
であること。
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B-1 新規開業特例（2020年開業の場合）

2020年1月から同年12月までの間に開業した場合であって、以下の適用条件を満たす場合、
証拠書類等、給付額の算定式及び基本情報の特例の適用を選択することができます。
※ 2020年1月から同年12月の間に開業した場合であって、当該期間に事業による個人事業収入を得ておらず、

2021年1月から同年3月までの間に事業により個人事業収入を得ており、2021年を基準年とする場合は、
P.66～の【C-1 2021年新規開業特例】の適用が可能です。

■適用条件
2020年を基準年とした上で、申請の対象としようとする2021年の月の月間個人事業収入が、その月の
対象措置影響により、2020年の開業した月から同年12月までの月平均の個人事業収入に比べて50％
以上減少している。

■給付額の算定式
S＝A÷M－B
S︓給付額（上限10万円/月）
A︓2020年の年間個人事業収入
M︓2020年の開業後月数（開業日の属する月から同年12月までの月数とし、開業日の属する月は、操業日数に

かかわらず、1か月とみなす）
B︓2021年対象月の月間個人事業収入

給付額の算定例

2020年 2021年
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 ・・ 4 5 6

万円 20 40 50 50 ・・ 20 30 30

給付額の算定例）2020年9月に開業し、対象月が４月の場合

A︓2020年の年間個人事業収入＝20+40+50+50=160万円
M︓2020年の開業後月数＝4か月
B︓2021年の対象月の月間個人事業収入︓＝20万円
S︓160÷4－20＝20万円 ＞ 10万円（上限額）
 給付額10万円

対象月の月間個人
事業収入︓20万円

50%以上減
対象月=4月

2020年の年間個人事業収入︓160万円
月平均の個人事業収入︓40万円（160万円÷4か月）
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B-1 新規開業特例（2020年開業の場合）

証拠書類等

証拠書類等
の名前 証拠書類等の内容 ページ

① 確定申告
書類

• 2020年分の確定申告書類
【青色申告を行っている場合】

確定申告書第一表の控え及び所得税青色
申告決算書の控え

【白色申告を行っている場合】
確定申告書第一表の控え

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.30~
33

② 売上台帳等 • 対象月の月間個人事業収入が確認できる
売上台帳等 必要 必要 必要 P.34

③ 通帳の写し • 金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、
口座番号、口座名義人が確認できるもの 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.35

④ 本人確認書
類の写し • 本人確認書類の写し 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.36

⑤ 宣誓・同意書 • 給付規程により様式が定められた宣誓・同意書
※ 申請者本人が自署したものが必要となります 必要 必要に応じて

添付※2
必要に応じて

添付※2 P.37

⑥ 右記いずれか
の書類

1. 個人事業の開業・廃業等届出書
（開業日が2020年1月1日から同年12月31
日までの間で、収受日が2021年4月1日以前
であり、収受日付印が押印されていること）

2. 事業開始等申告書（地方公共団体が発行）
（事業開始の年月日が2020年1月1日から同
年12月31日までの間で、収受日が2021年4
月1日以前であり、収受日付印等が押印されて
いること）

3. 上記1及び2以外で、開業日、所在地、代表者、
業種及び書類発行/収受日が確認できる公的
機関が発行/収受した書類
（事業開始の年月日が2020年1月1日から同
年12月31日までの間で、当該書類の発行/収
受日が2021年4月1日以前）

※ 上記3の書類を用いる場合、給付までに通常より
も時間を要する場合があります

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.51、
52

パターン1
申請ID発番
事前確認
基本申請

パターン2
マイページログイン

-
基本申請

パターン3
マイページログイン

-
簡単申請

申請パターンについては、P.14をご確認ください。
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※1  一時支援金、月次支援金どちらも受給実績が無い場合は、書類の添付が必要です。
※2 月次支援金の受給実績が有る場合は、再添付は不要です。月次支援金の受給実績が無い場合は、宣誓・同意書の添付が必要です。



B-1 新規開業特例（2020年開業の場合）

■個人事業の開業・廃業等届出書
• 開業日が2020年1月1日から同年12月31日までの間であって、かつ、収受日が2021年4月1日以前であ

ること。
• 収受日付印が押印（e-Taxにより申告した場合は、受付日時及び受付番号が印字）されていること。なお、

e-Taxによる申告であって、受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を
添付すること。

開業日が
2020年1月1日から
同年12月31日までの間
であること。

※収受日付印が押印されていること。
収受日が2021年4月1日以前であること。
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B-1 新規開業特例（2020年開業の場合）

■事業開始等申告書（地方公共団体が発行）
• 事業開始の年月日が2020年1月1日から同年12月31日までの間であって、かつ、収受日が2021年4月

1日以前であること。
• 収受日付印等が押印されていること。

※収受日付印が押印されていること。
収受日が2021年4月1日以前であること。

開始・廃止・変更等の年月日が
2020年1月1日から
同年12月31日までの間
であること。
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B-3 事業承継特例（事業の承継を受けた事業者）

給付額の算定例

個人事業収入を比較する2つの月の間に事業を承継した場合であって、以下の適用条件を満たす場合、証拠
書類等、給付額の算定式及び基本情報の特例の適用を選択することができます。
※ 2020年以前に承継を受けた者はこの特例は適用できません。ただし、2019年1月から2020年12月までの

間に承継を受けた場合は、P.45~の【B-1 新規開業特例】の適用が可能です。
※同一の事業を行っていた者に係る証拠書類等に基づく給付は、各対象月について一度に限るものとします。同一

の当該事業を行っていた者に係る証拠書類等に基づき複数の申請が行われた場合には、最初に給付された申請
のみを有効とします。

適用条件
申請の対象としようとする2021年の月における事業の承継を受けた者の月間個人事業収入が、その月の対象措置
影響により、基準月における事業を行っていた者の月間個人事業収入と比べて50％以上減少している。
給付額の算定式
S＝A－B
S︓給付額（上限10万円/月）
A︓基準月における事業を行っていた者の月間個人事業収入
B︓対象月における事業の承継を受けた者の月間個人事業収入

給付額の算定例）2021年1月に承継を受けた場合
（基準年︓2020年、事業を行っていた者︓白色申告の場合）

2020年
個人事業収入の月平均 年間の個人事業収入の合計

60（=720÷12） 720

2021年
4月 5月 6月
40 20 40

A︓2020年の月平均の個人事業収入＝60万円
B︓2021年5月の月間個人事業収入＝20万円
※事業を行っていた者の2020年の月平均の個人事業収入が60万円（720万円÷12）、事業の承継を受けた者の

2021年5月の月間個人事業収入が20万円であり、2020年同月比で50％以上減少しているため給付対象となります。
S︓60万円－20万円＝40万円 ＞ 10万円（上限額）
給付額10万円

※事業の承継を受けた2021年1月が、個人事業収入を比較する月の間（2020年5月から2021年5月までの間）にあ
るため、特例を用いることは可能。
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B-3 事業承継特例（事業の承継を受けた事業者）

証拠書類等

証拠書類等
の名前 証拠書類等の内容 ページ

 事業を行っていた者の名義に係るもの

① 確定申告
書類

• 青色申告を行っている場合
- 2019年分の確定申告書第一表の控え（1枚）

及び2019年分の所得税青色申告決算書
（P1,P2）の控え（2枚）

- 2020年分の確定申告書第一表の控え（1枚）
及び2020年分の所得税青色申告決算書
（P1,P2）の控え（2枚）

• 白色申告を行っている場合
- 2019年分の確定申告書第一表の控え（1枚）
- 2020年分の確定申告書第一表の控え（1枚）

※ 青色申告・白色申告を問わず、２年分必要です

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.30~
33

 事業の承継を受けた者の名義に係るもの

② 売上台帳等 • 対象月の月間個人事業収入が確認できる
売上台帳等 必要 必要 必要 P.34

③ 通帳の写し • 金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、
口座番号、口座名義人が確認できるもの 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.35

④ 本人確認書
類の写し • 本人確認書類の写し 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.36

⑤ 宣誓・同意書 • 給付規程により様式が定められた宣誓・同意書
※ 申請者本人が自署したものが必要となります 必要 必要に応じて

添付※2
必要に応じて

添付※2 P.37

⑥ 右記いずれか
の書類

1. 個人事業の開業・廃業等届出書
以下の要件が満たされていることが必要です

（1）「届出の区分」欄において「開業」が選
択されていること

（2）2020年分の確定申告書に記載の住
所・氏名からの事業の引継ぎが行われて
いることが明記されていること

（3）「開業・廃業等日」欄において開業日が
2021年1月1日から同年4月1日まで
の間とされていること

（4）収受日が2021年5月1日以前である
こと

（5）収受日付印押印されていること
2. 上記1以外で、開業日、所在地、代表者、業

種及び書類発行/収受日及び事業の引継ぎが
行われていることが確認できる公的機関が発行
/収受した書類
（事業開始の年月日が2021年1月1日か
ら同年4月1日までの間にされていること、か
つ、当該書類の発行/収受日が2021年5
月1日以前）

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可) P.55

パターン1
申請ID発番
事前確認
基本申請

パターン2
マイページログイン

-
基本申請

パターン3
マイページログイン

-
簡単申請

申請パターンについては、P.14をご確認ください。
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※1  一時支援金、月次支援金どちらも受給実績が無い場合は、書類の添付が必要です。
※2 月次支援金の受給実績が有る場合は、再添付は不要です。月次支援金の受給実績が無い場合は、宣誓・同意書の添付が必要です。



B-3 事業承継特例（事業の承継を受けた事業者）

■個人事業の開業・廃業等届出書
• 以下の要件が満たされていること。
（1）「届出の区分」欄において「開業」が選択されていること。
（2）2020年分の確定申告書に記載の住所・氏名からの事業の引継ぎが行われていることが

明記されていること。
（3）「開業・廃業等日」欄において開業日が2021年1月1日から同年4月1日までの間とされていること。
（4）収受日が2021年5月1日以前であること。
※収受日付印が押印（e-Taxにより申告した場合は、受付日時及び受付番号が印字）されていること。

なお、e-Taxによる申告であって、受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を
添付すること。

収受日付印が
押印されていること。

（1）「届出の区分」欄におい
て「開業」が選択されて
いる。

（2）2020年分の確定申
告書に記載の住所・
氏名からの事業の引
継ぎが行われているこ
とが明記されている。

（3）「開業・廃業等日」欄
において開業日が
2021年1月1日から
同年4月1日までの
間とされている。

（4）収受日が2021年
5月1日以前であること。
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B-3 事業承継特例（死亡による事業承継の場合）

個人事業収入を比較する2つの月の間に、事業を行っていた者の死亡により事業を承継した場合であって、
以下の適用条件を満たす場合、証拠書類等、給付額の算定式及び基本情報の特例の適用を選択することができます。
※ 2020年以前に承継を受けた者はこの特例は適用できません。ただし、2019年1月から2020年12月までの

間に承継を受けた場合は、P.45~の【B-1 新規開業特例】の適用が可能です。
※事業を行っていた者（=死亡した者）に係る証拠書類等に基づく給付は、各対象月について一度に限るものとし

ます。同一の当該事業を行っていた者に係る証拠書類等に基づき複数の申請が行われた場合には、最初に給付さ
れた申請のみを有効とします。

※給付額の算定式はP.53の【B-3 事業承継特例（事業の承継を受けた事業者）】の場合と同じです。
適用条件
申請の対象としようとする2021年の月における事業の承継を受けた者の月間個人事業収入が、その月の対象措置
影響により、基準月における事業を行っていた者（＝死亡した者）の月間個人事業収入と比べて50％以上減少し
ている。

証拠書類等

証拠書類等
の名前 証拠書類等の内容 ページ

 事業を行っていた者(死亡した者)の名義に係るもの

① 確定申告
書類

• 青色申告を行っている場合
- 2019年分の確定申告書第一表の控え（1枚）

及び2019年分の所得税青色申告決算書
（P1,P2）の控え（2枚）

- 2020年分の確定申告書第一表の控え（1枚）
及び2020年分の所得税青色申告決算書
（P1,P2）の控え（2枚）

• 白色申告を行っている場合
- 2019年分の確定申告書第一表の控え（1枚）
- 2020年分の確定申告書第一表の控え（1枚）

※ 青色申告・白色申告を問わず、２年分必要です

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.30~
33

 事業の承継を受けた者の名義に係るもの

② 売上台帳等 • 対象月の月間個人事業収入が確認できる
売上台帳等 必要 必要 必要 P.34

③ 通帳の写し • 金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、
口座番号、口座名義人が確認できるもの 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.35

④ 本人確認書
類の写し • 本人確認書類の写し 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.36

⑤ 宣誓・同意書 • 給付規程により様式が定められた宣誓・同意書
※ 申請者本人が自署したものが必要となります 必要 必要に応じて

添付※2
必要に応じて

添付※2 P.37

パターン1
申請ID発番
事前確認
基本申請

パターン2
マイページログイン

-
基本申請

パターン3
マイページログイン

-
簡単申請

申請パターンについては、P.14をご確認ください。
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※1  一時支援金、月次支援金どちらも受給実績が無い場合は、書類の添付が必要です。
※2 月次支援金の受給実績が有る場合は、再添付は不要です。月次支援金の受給実績が無い場合は、宣誓・同意書の添付が必要です。



B-3 事業承継特例（死亡による事業承継の場合）

証拠書類等

証拠書類等
の名前 証拠書類等の内容 ページ

 事業の承継を受けた者の名義に係るもの（続き）

⑥ 右記いずれか
の書類

1. 個人事業の開業・廃業等届出書
以下の要件が満たされていることが必要です

（1）「届出の区分」欄において「開業」が選択されて
いること

（2）2020年分の確定申告書に記載の住所・氏名
からの事業の引継ぎが行われていることが明記さ
れていること

（3）「開業・廃業等日」欄において開業日が2021
年1月1日以降の死亡年月日から対象月の月
末までの間とされていること）

（4）収受日付印が押印されていること
2. 上記1以外で、開業日、所在地、代表者、業種及

び書類発行/収受日及び事業の引継ぎが行われ
ていることが確認できる公的機関が発行/収受した
書類
（事業開始の年月日が2021年1月1日以降の死
亡年月日から対象月の月末までの間とされているこ
と）

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可) P.58

⑦ 右記いずれか
の書類

i. 所得税の青色申告承認申請書
以下の要件が満たされていることが必要です

（1）「5 相続による事業承継の有無」欄において
「有」を選択していること

（2）相続開始年月日が申請日以前であること
（3）被相続人の氏名が事業を行っていた者の氏名と

一致していること
ii. 個人事業者の死亡届出書

以下の要件が満たされていることが必要です
（1）「死亡年月日」欄が申請日以前であること
（2）「参考事項」欄において「事業承継の有無」を

「有」としていること
（3）「事業承継者」の氏名が申請者の氏名と一致し

ていること
iii. 準確定申告書類の控え

以下の要件が満たされていることが必要です
（1）死亡年月日が申請日以前であること
（2）氏名の欄に相続人として申請者の氏名が記載

されていること
iv. 医療機関が発行した死亡を証明する書類

以下の要件が満たされていることが必要です
（1）死亡年月日が申請日以前であること
（2）死亡者の氏名が事業を行っていた者の氏名と一

致していること

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.59
~62

パターン1
申請ID発番
事前確認
基本申請

パターン2
マイページログイン

-
基本申請

パターン3
マイページログイン

-
簡単申請

申請パターンについては、P.14をご確認ください。
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※1  一時支援金、月次支援金どちらも受給実績が無い場合は、書類の添付が必要です。



■個人事業の開業・廃業等届出書
• 以下の要件が満たされていること。
（1）「届出の区分」欄において「開業」が選択されていること。
（2）2020年分の確定申告書に記載の住所・氏名からの事業の引継が行われていることが

明記されていること。
（3）「開業・廃業等日」欄において開業日が2021年1月1日から対象月の月末までの間とされていること。
※収受日付印が押印（e-Taxにより申告した場合は、受付日時及び受付番号が印字）されていること。

なお、e-Taxによる申告であって、受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を添
付すること。

収受日付印が押印されていること。

（1）「届出の区分」欄にお
いて「開業」が選択さ
れている。

（2）2020年分の確定申
告書に記載の住所・
氏名からの事業の引
継ぎが行われているこ
とが明記されている。

（3）「開業・廃業等日」欄
において開業日が
2021年1月1日から
対象月の月末までの
間とされている。

B-3 事業承継特例（死亡による事業承継の場合）
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B-3 事業承継特例（死亡による事業承継の場合）

■所得税の青色申告承認申請書
• 以下の要件が満たされていること。
（1）「5 相続による事業承継の有無」欄において「有」を選択していること。
（2）相続開始年月日が申請日以前であること。
（3）被相続人の氏名が事業を行っていた者の氏名と一致していること。
※収受日付印が押印（e-Taxにより申告した場合は、受付日時及び受付番号が印字）されていること。

なお、e-Taxによる申告であって、受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を
添付すること。

収受日付印が
押印されていること。

（1）「5 相続による事業承
継の有無」欄において
「有」を選択していること。

（2）相続開始年月日が
申請日以前であること。

（3）被相続人の氏名が事業
を行っていた者（＝死亡
した者）の氏名と一致し
ていること。
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B-3 事業承継特例（死亡による事業承継の場合）

■個人事業者の死亡届出書
• 以下の要件が満たされていること。
（1）「死亡年月日」欄が申請日以前であること
（2）「参考事項」欄において「事業承継の有無」を「有」としていること
（3）「事業承継者」の氏名が申請者の氏名と一致していること
※収受日付印が押印（e-Taxにより申告した場合は、受付日時及び受付番号が印字）されていること。

なお、e-Taxによる申告であって、受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を
添付すること。

収受日付印が押印されていること。

（1）「死亡年月日」欄が
申請日以前であること。

（2）「参考事項」欄において
「事業承継の有無」を
「有」としていること。

（3）「事業承継者」の氏名が
申請者の氏名と一致し
ていること。
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B-3 事業承継特例（死亡による事業承継の場合）

■準確定申告書の控え
• 以下の要件が満たされていること。
（1）死亡年月日が申請日以前であること。
（2）氏名の欄に相続人として申請者の氏名が記載されていること。
※収受日付印が押印（e-Taxにより申告した場合は、受付日時及び受付番号が印字）されていること。

なお、e-Taxによる申告であって、受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を
添付すること。

収受日付印が押印されている。
相続人氏名
死亡年月日準確定

（1）死亡年月日が
申請日以前であること。

（2）氏名の欄に相続人
として申請者の氏名
が記載されていること。
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B-3 事業承継特例（死亡による事業承継の場合）

■医療機関が発行した死亡を証明する書類
• 以下の要件が満たされていること。
（1）死亡年月日が申請日以前であること。
（2）死亡者の氏名が事業を行っていた者の氏名と一致していること。

令和

（1）死亡年月日が
申請日以前で
あること。

（2）死亡者の氏名
が事業を行って
いた者の氏名と
一致していること。

─ 62 ─



2018年
月 4 5 6
万円 30 30 30

B-4 罹災特例（罹災の影響を受けた事業者）

2018年又は2019年に罹災したことを証明する罹災証明書等を有する場合であって、以下の適用条件を
満たす場合、証拠書類等、給付額の算定式及び基本情報の特例の適用を選択することができます。

■適用条件
罹災証明書等が証明している罹災日の属する年又はその前年を基準年とした上で、申請の対象としようとする2021
年の月の月間個人事業収入が、その月の対象措置影響により、基準月の月間個人事業収入と比べて50％以上減
少している。

■給付額の算定式
S＝A－B
S︓給付額（上限10万円/月）
A︓罹災証明書等が証明している罹災日の属する年又はその前年の基準月の月間個人事業収入
B︓対象月の月間個人事業収入

2021年
月 4 5 6
万円 30 30 10

給付額の算定例
給付額の算定例）2019年1月に罹災し、基準年を罹災日の属する日の前年である2018年とする場合（青

色申告の場合）

A︓2018年の基準月の月間個人事業収入＝30万円
B︓2021年の対象月の月間個人事業収入＝10万円
S ︓ 30－10＝ 20万円 ＞ 10万円（上限額）
給付額10万円

50%以上減
対象月=6月

対象月の月間個人
事業収入10万円
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B-4 罹災特例（罹災の影響を受けた事業者）

証拠書類等

証拠書類等
の名前 証拠書類等の内容 ページ

① 確定申告
書類

• 基準年（罹災証明書等が証明している罹災日の
属する年又はその前年の分）及び2020年分の確
定申告書類

【青色申告を行っている場合】
確定申告書第一表の控え及び所得税青色
申告決算書の控え

【白色申告を行っている場合】
確定申告書第一表の控え

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.30~
33

② 売上台帳等 • 対象月の月間個人事業収入が確認できる
売上台帳等 必要 必要 必要 P.34

③ 通帳の写し • 金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、
口座番号、口座名義人が確認できるもの 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.35

④ 本人確認書
類の写し • 本人確認書類の写し 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.36

⑤ 宣誓・同意書 • 給付規程により様式が定められた宣誓・同意書
※ 申請者本人が自署したものが必要となります 必要 必要に応じて

添付※2
必要に応じて

添付※2 P.37

⑥ 罹災証明書
等

• 2018年又は2019年に罹災したことを証明する
罹災証明書等を添付してください 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.65

パターン1
申請ID発番
事前確認
基本申請

パターン2
マイページログイン

-
基本申請

パターン3
マイページログイン

-
簡単申請

申請パターンについては、P.14をご確認ください。
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※1  一時支援金、月次支援金どちらも受給実績が無い場合は、書類の添付が必要です。
※2 月次支援金の受給実績が有る場合は、再添付は不要です。月次支援金の受給実績が無い場合は、宣誓・同意書の添付が必要です。



B-4 罹災特例（罹災の影響を受けた事業者）

■罹災証明書等
2018年又は2019年に罹災したことを証明する罹災証明書等（自らの事業用資産が損壊等の被害を受け
たことを行政機関が証した公的証明）を添付してください。
※罹災証明書等は発行する地域によって名称が異なる場合があるため、同義の書類であれば証拠書類等として

認められます。
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給付額の算定例
給付額の算定例）2021年1月に開業し、対象月が４月の場合

C-1 2021年新規開業特例

2021年1月から同年3月までの間に開業した場合であって、以下の適用条件を満たす場合、
証拠書類等、給付額の算定式及び基本情報の特例の適用を選択することができます。
※ 2020年1月から同年12月までの間に開業し、当該期間に個人事業収入を得ておらず、2021年1月

から同年3月までの間に個人事業収入を得ており、2021年を基準年とする場合も、本特例の適用が可能です。

■適用条件
2021年を基準年とした上で、申請の対象としようとする2021年の月の月間個人事業収入が、その月の
対象措置影響により、2021年の開業日の属する月から同年3月までの月平均の個人事業収入に比べ
て50％以上減少している。
※ 2020年1月から同年12月までの間に開業した場合であって、当該期間に個人事業収入を得ておらず、2021年

1月から同年3月までの間に個人事業収入を得ている場合であり、2021年を基準年とした上で、申請の対象としよう
とする月の月間個人事業収入が、その月の対象措置影響により、2021年1月から同年3月までの月平均の個人
事業収入に比べて50％以上減少している。

給付額の算定式
S＝A÷M－B
S︓給付額（上限10万円/月）
A︓2021年の1月から同年3月までの間の個人事業収入の合計
M︓2021年の開業後から同年3月までの月数（開業した月も、操業日数にかかわらず、1か月とみなす。ただし、

2020年1月から同年12月までの間に開業し、当該期間に個人事業収入を得ておらず、2021年1月から同年3月
までの間に個人事業収入を得ており、本特例を用いる場合には、3とする）

B︓対象月の月間個人事業収入

─ 66 ─

2021年
月 1 2 3 4 5 6

万円 40 60 80 20 40 40

A︓2021年1月から3月までの個人事業収入合計＝40+60+80=180万円
M︓2021年の開業後月数＝3か月
B︓2021年の対象月の月間個人事業収入＝20万円
S︓180÷3－20＝40万円 ＞ 10万円（上限額）
 給付額10万円

2021年1月から3月までの
月間個人事業収入合計︓180万円
月平均の個人事業収入︓60万円（180万円÷3か月）

対象月の月間個人
事業収入︓20万円

50%以上減
対象月=4月

事務局による事前確認が必要です

2021新規開業特例を適用される場合は、申請IDの発番後、以下のページをご確認いただき、
事務局による事前確認を受けてください（通常の事前確認とは別のプロセスとなります）

2021年新規開業特例の事前確認の案内︓https://jizen-kakunin.resv.jp/

https://jizen-kakunin.resv.jp/


C-1 2021年新規開業特例
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証拠書類等

証拠書類等
の名前 証拠書類等の内容 ページ

①
月次支援金
に係る事業
収入確認書

• 事務局による事前確認を通じて
発行される月次支援金に係る事業収入確認書 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.68

② 売上台帳等 • 対象月の月間個人事業収入が確認できる
売上台帳等 必要 必要 必要 P.34

③ 通帳の写し • 金融機関名、支店番号、支店名、口座種別、
口座番号、口座名義人が確認できるもの 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.35

④ 本人確認
書類の写し • 本人確認書類の写し 必要 必要に応じて

変更※1
不要

(変更不可) P.36

⑤ 宣誓・同意書 • 給付規程により様式が定められた宣誓・同意書
※ 申請者本人が自署したものが必要となります 必要 必要に応じて

添付※2
必要に応じて

添付※2 P.37

⑥ 右記いずれか
の書類

1. 個人事業の開業・廃業等届出書
（開業日が2021年1月1日から同年3月31日
までの間で、当該届出書の収受日が2021年5
月1日以前であり、収受日付印が押印されている
こと）

2. 事業開始等申告書（地方公共団体が発行）
（事業開始の年月日が2021年1月1日から同
年3月31日までの間で、当該届出書の収受日
が2021年5月1日以前であり、収受日付印等
が押印されていること）

3. 上記1及び2以外で、開業日、所在地、代表者、
業種及び書類発行/収受日が確認できる公的
機関が発行/収受した書類
（事業開始の年月日が2021年1月1日から同
年3月31日までの間で、当該書類の発行/収受
日が2021年5月1日以前）

※ 上記3の書類を用いる場合、給付までに通常より
も時間を要する場合があります

※ 2020年1月から同年12月までの間に開業し、当
該期間に個人事業収入を得ておらず、2021年1
月から同年3月までの間に個人事業収入を得て
いる場合には、P.69、70をご確認ください

必要 必要に応じて
変更※1

不要
(変更不可)

P.69、
70

パターン1
申請ID発番
事前確認
基本申請

パターン2
マイページログイン

-
基本申請

パターン3
マイページログイン

-
簡単申請

申請パターンについては、P.14をご確認ください。

※1  月次支援金の受給実績が無い場合は、書類の添付が必要です。
※2 月次支援金の受給実績が有る場合は、再添付は不要です。月次支援金の受給実績が無い場合は、宣誓・同意書の添付が必要です。
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C-1 2021年新規開業特例

■月次支援金に係る事業収入確認書
以下の2021年新規開業特例の事前確認の案内ページをご確認いただき、事務局による事前確認を受けてください。事前確認
完了後、月次支援金に係る事業収入確認書が発行されます。
※事業収入確認書が発行された場合でも、必ず給付対象になるとは限りません。

2021年新規開業特例の事前確認の案内ページ︓https://jizen-kakunin.resv.jp

https://jizen-kakunin.resv.jp


─ 69 ─

C-1 2021年新規開業特例

■個人事業の開業・廃業等届出書
• 開業日が2021年1月1日から同年3月31日までの間であって、かつ、収受日が2021年5月1日以前である

こと。
※ 収受日付印が押印（e-Taxにより申告した場合は、受付日時及び受付番号が印字）されていること。なお、

e-Taxによる申告であって、受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を
添付すること。

開業日が2021年1月1日から
同年3月31日までの間であること。
(2020年1月から同年12月までの
間に開業し、当該期間に個人事業
収入を得ておらず、2021年1月か
ら同年3月までの間に個人事業収
入を得ている場合は、開業日が
2020年1月1日から同年12月31
日までの間である必要があります。)

収受日付印が押印されているこ
と。
収受日が2021年5月1日以
前であること。(2020年1月から同
年12月までの間に開業し、当該
期間に個人事業収入を得ておら
ず、2021年1月から同年3月まで
の間に個人事業収入を得ている
場合は、収受日が2021年4月1
日以前である必要があります。)
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C-1 2021年新規開業特例

■事業開始等申告書（地方公共団体が発行）
• 開始・廃止・変更等の年月日が2021年1月1日から同年3月31日までの間であって、かつ、収受日が

2021年5月1日以前であること。
※ 収受日付印等が押印されていること。

受付印が押印されていること。
収受日が2021年5月1日
以前であること。(2020年1月
から同年12月までの間に開業
し、当該期間に個人事業収
入を得ておらず、2021年1月
から同年3月までの間に個人
事業収入を得ている場合は、
収受日が2021年4月1日以
前である必要があります。)

開始・廃止・変更等の年月日
が2021年1月1日から同年3
月31日までの間であること。
(2020年1月から同年12月ま
での間に開業し、当該期間に
個人事業収入を得ておらず、
2021年1月から同年3月まで
の間に個人事業収入を得てい
る場合は、事業開始の年月日
が2020年1月1日から同年12
月31日までの間である必要が
あります。)
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月次支援金
申請の手続き

通常申請

申請時の注意事項

申請特例

1.申請の要件を確認するP.17

2.申請するP.24

要件・証拠書類等を確認するP.40

申請時の注意事項P.71

1.月次支援金の概要P.2

はじめに

2.月次支援金の詳細P.9

※ 通常の申請では不都合が生じる場合ご覧ください。
※ 特例の条件を満たさない場合も、給付要件を

満たしていれば通常の申請を行うことは可能です。



申請時の注意事項

1. 添付ファイルにパスワードが設定されている
2. 画像がぼやけて情報が判読できない
3. 撮影時の角度により、必要な情報が撮影範囲から見切れている

添付書類全般に係る不備

確定申告書類等に係る不備

1.パスワードが設定されている 2.ぼやけている 3.見切れている

1. 確定申告書第一表ではなく、消費税の確定申告書が添付されている
2. 該当する年度のものではない古い確定申告書が添付されている
3. 申請画面で入力した年間事業収入金額と、確定申告書に記載されている年間事業収入金額が異なる

4. 収受日付印がない
5. e-Taxの受信通知（メール詳細）の添付がない

4.参考︓収受日付印例 5.参考︓e-Taxの受信通知（メール詳細）

申請内容に不備がある場合は、不備修正を依頼します。
その際には、審査に時間を要するので、申請前に、 「申請時の注意

事項」を参考に、申請内容が適切であるかをご確認ください。
※給付要件を満たさないおそれがある場合は、追加証憑の提出を依頼し、さらに審査にお時間をいただく場合があります。

※収入金額の差異が新型コロナウイルス感染症対策に関連する給付金や新型コロナウイルス感染症対策として
地方公共団体による休業・営業時間短縮営業に伴い支払われる協力金などを除いたことによるものである場合
を除く
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申請時の注意事項

確定申告書類等に係る不備
6.申告内容の更正を請求している場合、更正の請求書ではなく更正通知書が必要になります

※ 「更正通知書」は更正前・更正後の所得金額のみ記載されており、収入金額の把握ができないため、
更正の請求を実施した際の計算元となった収入や経費を示す書類を追加で添付する必要があります

参考︓更正の請求書参考︓更正通知書

以下の不備に注意し、ご申請ください。
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申請時の注意事項

1. 売上台帳の売上と、対象月の売上が一致しない
2. 売上台帳の月と、対象月が一致しない
3. 売上台帳ではなく、勤務日報、通帳の入金記録、請求書等を添付している
4. 今年の対象月の台帳ではなく、昨年の売上台帳を添付している
5. 添付された売上台帳の月が対象期間外

売上台帳に係る不備

証拠書類として添付すべき売上台帳等について
基本的な事項（対象月、日付、商品名、販売先、取引金額、合計金額等）が記載されている書類であれば、
フォーマットの指定はありません。経理ソフト等から抽出したデータ、エクセルデータ、手書きの売上帳などでも構いません。
※添付するデータの保存形式はPDF・JPG・PNGでお願いします。

日付 内容 金額

4/10 出張ケータリング 20,000
4/20 みかん 500個 10,000
4/30 さくらんぼ 3ケース 35,500

合計金額 65,500

売上台帳

2021年4月分

会社名︓株式会社げつじしえん

対象月の売上額
（総額）を記載
してください。
対象月の売上額
が0円の場合は、
[0円]であること
を明確に記載
してください。

抽出するデータ
が対象月の
個人事業収入
であることを
確認できるよう、
対象となる
[売上月]を
記載してください。

以下の不備に注意し、ご申請ください。
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金融機関口座に係る不備

申請時の注意事項

申請画面に入力した氏名と本人確認書類に記載されている氏名が一致しない

1. 通帳の表紙、1-2ページ目以外のページが添付されている
2. 普通・当座以外の口座が登録されている

(貯蓄預金、通知預金、定期預金、融資返済専用口座︓カードローン通帳の口座は受け付けられません)
3. 通帳の金融機関コードと登録された金融機関コードが一致しない

(金融機関コードは銀行コードと表示されている場合もあります)
4. 通帳の支店コードと登録された支店コードが一致しない

(支店コードは店舗コードと表示されている場合もあります)
5. 通帳の口座番号と登録された口座番号が一致しない

(口座番号は７桁の半角数値です。7桁に満たない場合は、先頭に「０」を入力してください)
6. 通帳の口座名義と、登録された口座名義が異なる。

（例えば、法人格を省略、屋号を追加する、使用不可能な文字が利用されている）

本人確認書類
（例）

不一致理由 書類上の表記 入力画面の表記

個人番号カード 改姓 ﾆﾎﾝﾀﾛｳ ｹﾞﾂｼﾞｼｴﾝ ﾀﾛｳ

在留カード 英字表記 GETSUJISHIEN TARO ｹﾞﾂｼﾞｼｴﾝ ﾀﾛｳ

【不一致理由が改姓の場合】
氏名表記の不一致理由が改姓の場合、旧姓及び新姓の分かる公的書類の添付が必要になります

【不一致理由が英字表記の場合】
本人確認書類記載の氏名が英字/外国語表記の場合、入力内容も同様にする必要がございます

以下の不備に注意し、ご申請ください。
氏名表記に係る不備
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申請時の注意事項

申請において口座情報を入力する場合の注意事項
●全般
金融機関の統合・合併等で古い通帳（口座情報）のままの申請、口座解約や口座が凍結されている等の場合、
振込ができないことがございます。振込可能な通帳かどうか取り扱い金融機関にご確認の上、申請をお願いいたします。

●ゆうちょ銀行の方
「記号・番号」ではなく、銀行使用欄に記載の「店名・店番・預金種目・口座番号」を入力ください。
不明な場合は、ゆうちょ銀行のホームページ等でご確認ください。

●ネット銀行の電子通帳の方
金融機関コード・支店コード・口座名義(ｶﾀｶﾅ)を正しくご入力ください。

●口座名義の入力
口座名義等に半角スペースがある場合は、半角スペースを忠実に入力ください。
例)誤︓ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼﾔｹﾞﾂｼﾞｼｴﾝｷﾝ → 正︓ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼﾔ ｹﾞﾂｼﾞｼｴﾝｷﾝ

小さい「ｯ」や「ｮ」などは使用できません。 大きい「ﾂ」「ﾖ」などに置き換えてご入力ください。
例)誤︓ﾆｯﾎﾟﾝ → 正︓ﾆﾂﾎﾟﾝ

中黒点「・」は、ピリオド「．」又はスペースを使用してください。
例)誤︓ｲﾁ･ﾆ･ｻﾝ → 正︓ｲﾁ.ﾆ.ｻﾝ 又は ｲﾁ ﾆ ｻﾝ

カナ長音文字(－)は、半角ハイフン、マイナス(-)を使用してください。
例)誤︓ﾄｰｷﾖｰ → 正︓ﾄ-ｷﾖ-

以下の不備に注意し、ご申請ください。
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申請時の注意事項

申請において口座情報を入力する場合の入力例

不備内容 ×誤った例 〇正しい例

通帳に記載のない入力をしている GETSUJISHIEN ｹﾞﾂｼﾞｼｴﾝ

名義の後に「サマ」を入力している ｼﾝｾｲｼﾞﾛｳ ｻﾏ ｼﾝｾｲｼﾞﾛｳ

法人略語の相違
※ 口座名義（カナ）の記載の通り

ご記入ください
ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼﾔ ｶ)

濁音で入力していない
※ 口座名義（カナ）の記載の通り

ご記入ください
ｶﾌﾞｼｷｶｲｼﾔ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼﾔ

口座名義が不明な場合は、取り扱いの金融機関にお問い合わせください。

利用可能文字

数字 0123456789

英字 ABCDEFGHIJKLMNOPQRSTUVWXYZ

ｶﾅ文字 ｱｲｳｴｵ ｶｷｸｹｺ ｻｼｽｾｿ ﾀﾁﾂﾃﾄ ﾅﾆﾇﾈﾉ ﾊﾋﾌﾍﾎ ﾏﾐﾑﾒﾓ ﾔﾕﾖ ﾗﾘﾙﾚﾛ ﾜｦﾝ

濁点・半濁点 ﾞ ﾟ

記号 ¥ . ( ) - / 「 」 スペース

以下の不備に注意し、ご申請ください。
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申請時の注意事項

本人確認書類に記載された申請者住所に係る不備
以下の不備に注意し、ご申請ください。

• 本人確認書類に記載された住所と月次支援金の申請画面で入力された申請者住所が一致しない。
※本人確認書類に記載の通りに番地・ビルマンション名等までを入力しないことによる不備が多く発生しています。

見本

本人確認書類（例︓運転免許証）

「番地・ビルマンション名等」含めて、本人確認書類
に記載された住所通りに、申請者住所を入力して
ください。
※引っ越しして住所を変更している場合は、変更後

の住所が確認できる本人確認書類を添付すると
ともに、引っ越し後の住所を入力してください。

1000013

東京都

千代田区霞が関

２－１－２月次ビル３階

月次支援金の申請画面
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申請時の注意事項

宣誓・同意書に係る不備
以下の不備に注意し、ご申請ください。

• 給付規程で定める様式ではない書類が添付されている。
• 宣誓・同意書に記入された宣誓・同意日付が月次支援金の申請日付より後の日付になっている。
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（例2）宣誓・同意日付が月次支援金の申請日付より後の日付となっている

（例1）宣誓・同意日付が月次支援金の申請日付以前の日付となっている

月次支援金の申請
日付以前の日付。
但し、月次支援金の
申請受付を開始した
日付以降であること。

月次支援金の申請
日付より後の日付。


